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令和３年  月  日  

 

 

 横浜市会議長  

 横  山  正  人  様 

 

健康づくり・スポーツ推進特別委員会 

委 員 長  竹 野 内    猛 

 

 

健康づくり・スポーツ推進特別委員会中間報告書 

 

 

本委員会の付議事件に関して、活動の概要を報告します。  

（案）  
健康づくり・スポーツ推進特別委員会資料 
令 和 ３ 年 4月 2 8日 （ 水 ） 
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１  付議事件  

運動による介護予防等あらゆる世代の健康づくり及び大規模スポーツイベント

開催やスポーツ関連施設の整備等スポーツの振興に関すること。  

 

２  調査・研究テーマ  

  時代の変化を見据えた、誰もが取り組める新しい運動・健康習慣について  

 

３  テーマ選定の理由  

   昨今の新型コロナウイルス感染症禍において、市民の日々の運動機会が制限さ

れ、多くの人々の運動習慣は減退し、１日当たりの歩数の減少や健康状態の悪化

等の影響も報告されている。こうした状況の中で、ＩＣＴツールやデータの活用

など、テクノロジーを駆使した新しい形の健康づくりの取組が求められている。

また、東京 2020オリンピック・パラリンピックの開催を来年に控え、インクルー

シブスポーツなどの年齢や障害の有無等に関わらず誰もが取り組めるスポーツが

注目されており、誰もが身近な環境で運動に取り組むことができる土壌も醸成さ

れつつあることから、今年度は、このような時代の変化を見据えた、誰もが取り

組める新しい運動・健康習慣について調査・研究を行う。  

 

４  委員会活動の経緯等  

（１）令和２年７月９日  委員会開催（第１回）  

今年度の委員会運営方法について意見交換を行った。  

ア  議題  

 令和２年度の委員会運営方法について  

イ  委員意見概要  

・新型コロナウイルス感染拡大に伴い、自宅で過ごす時間が増加し、ライフ

スタイルが変化している中、新しい生活様式において、体を動かすことで

身体的や精神的な健康を維持することが重要である。  

・歩数の減少や運動不足、体調不良などの影響も出てくる中で、健康づくり

の場、スポーツの場の維持をどのようにしていくのかということをぜひ検

討すべきである。  
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・運動による介護の予防、年齢と各自の体力、健康状態に合わせた健康づく

りや、高齢者へ「はまちゃん体操」をいかに普及させていくかなども考え

ていきたい。  

・新型コロナウイルスの感染が拡大し、御年配の方も外に出づらい状況にあ

る。高齢化社会において、健康に年を重ねていただく健康長寿命社会を目

指していくために、コロナ禍でどのように体を動かし、健康に日々を過ご

すべきか。体を動かすこと、スポーツは非常に大事であるため、その点も

含めて考えることが重要である。  

・特に高齢者の方の介護サービスの利用控えによる体力低下が非常に心配さ

れているため、誰もが取り組める新しい運動という視点も考慮すべきであ

る。  

・現役世代、特に女性の方にテレワークで家事、育児が一気に肩にかかって

きているケースも見られる。性別にかかわらず、本当に幅広い年代、お子

さんも若者も全ての方が取り組める方向性で検討すべきである。  

・スポーツに関してインクルーシブやＩＣＴ、ＩＴの活用などが言及されて

きたが、コロナ禍でそういったものに取り組んでいくことで、コロナ禍を

過ぎても通用するような、今後の方向性を示していきたい。  

・コロナ禍ではオンラインの様々な取組が検討できることもある。また、様々

なスポーツの中でのデータ活用、市民レベルでも活用できるようなアイデ

アなどを探っていくことも重要である。  

・コロナの禍での生活様式、健康づくり・スポーツ推進についてどういうこ

とができるのか調査・研究していくことは非常に重要である。誰もが取り

組めるというのも重要である。  

・昨年度は「ラグビーワールドカップ 2019™及び東京 2020オリンピック・パラ

リンピック等のスポーツイベントを契機とした日常の健康づくり」につい

て調査・研究されていたので、それを踏まえながら、レガシーをどう積み

上げて行くか検討することが大事である。  

・コロナ禍で、家でもできる健康づくり、スポーツは何か、あるいは障害者

の方々とも共生しながら、どのようなスポーツができるのかも含めて、い

ろいろと検討すべきである。  
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・運動による介護予防に関してかなり注目している。パークゴルフのような

子 供 か ら 高 齢 者 ま で 楽 し め る 新 し い ス ポ ー ツ が あ る こ と に 注 目 す べ き で

ある。  

・障害者にもいろいろ状況があり、家に引き籠もりがちなどで体を動かせな

い人たちには、少しでも外に出てもらったり、健康づくりしてもらわなけ

ればいけない。そういうところに光を当てる特別委員会にするべきである。 

（２）令和２年９月 17日  委員会開催（第２回）  

 第１回目の委員会の意見交換を踏まえ、調査・研究テーマについては「時代

の変化を見据えた、誰もが取り組める新しい運動・健康習慣」と決定した。  

ア  議題  

 令和２年度の委員会運営方法について  

イ  当局説明概要  

 調査・研究テーマに関連する本市施策等について、次のとおり当局から説

明を聴取した後、意見交換を行った。  

 【出席局】市民局、健康福祉局  

（ア）横浜市スポーツ推進計画に基づく取組＜市民局分＞  

   【取組 18】スポーツ推進委員や、地域スポーツ団体、地域スポーツ・レ

クリエーション団体、企業との連携・協働の推進  

  a ヨコハマさわやかスポーツ  

     生涯スポーツの振興のため、市民の誰もが気軽に楽しむことのでき    

    るグラウンドゴルフやソフトバレーボールなどのニュースポーツ  

    「ヨコハマさわやかスポーツ」を推進している。各区に設置され  

    た「さわやかスポーツ普及委員会」が中心となり、イベントの開催、  

    指導者の派遣、用具の貸し出し等地域で活動している。  
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（令和２年９月 17日健康づくり・スポーツ推進特別委員会資料より抜粋）  

   【取組 27】地域での障害者スポーツ・レクリエーション活動の推進  

   【取組 28】障害者と健常者がともに楽しめるインクルーシブスポーツの

推進  

  b 地域での障害者スポーツ・レクリエーション活動とインクルーシブス  

    ポーツの推進  

    各区のスポーツセンター等で障害者スポーツの指導員の配置や用具の

充実等を図り、障害者団体への運動指導など定期的なプログラムを提供

している。また、令和元年度からは「インクルーシブスポーツ推進事

業」として、障害者と健常者がともに楽しむことができるイベントの開

催や、地域のスポーツ関係団体と連携し、 18 区で交流会等を実施する

など、年齢や障害の有無などに関わらず、誰もが身近な場所でスポーツ

に親しめる機会を提供している。  

  （ a）インクルーシブスポーツイベントの開催  

    ・「インクルーシブ陸上 2019 ｉｎ  ＹＯＫＯＨＡＭＡ」を令和元年 9  

     月 14 日（土）に、障害者の陸上記録会と誰もが参加できるリレーイ  

     ベントを開催し、当日は 348人が参加した。  

    ・「ヨコハマベイサイドスポーツカーニバル 2019」を令和元年 11月 16  

     日（土）に、パラスポーツ体験・ダンス・エアカーリング等の誰も  

         が参加できるスポーツイベントとして開催し、当日は 7,174人が参  

     加した。  

  （ b）地域におけるインクルーシブスポーツの実施  
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     ボッチャ、ファジーテニス、リズムジャンプ、輪投げ等の体験会・  

    交流会を、 18区のスポーツセンターや地域ケアプラザ、小学校等で   

    実施し、令和元年度は 5,430人が参加した。  

（イ）横浜市スポーツ推進計画に基づく取組＜健康福祉局分＞  

   【取組 27】地域での障害者スポーツ・レクリエーション活動の推進  

  a 障害者スポーツ文化センターラポール上大岡の開所  

     障害者スポーツ文化活動の新たな支援拠点として、「ラポール上大

岡」を令和２年１月 10日に開所した。ラポール上大岡では、横浜ラポー

ルとの一体的な運用を通して、両施設の規模や特性に応じて機能を分担

することで、より一層の障害者スポーツの推進を図る  

 

 

 

 

 

   （令和２年９月 17 日健康づくり・スポーツ推進特別委員会資料より抜粋）  

  （ a）ラポール上大岡の取組の特徴  

   障害のある方が、個々のニーズや障害特性・健康状態に応じて、

自宅でも自主的な運動・健康習慣の実施が可能となるよう、体組

成分析等を行い、健康相談や個別の運動プログラムの提供・指導

を行い「個別健康増進プログラム」を実施する。  

  （ b）地域ネットワーク構築支援  

   ラポール上大岡の開所を契機として、ラポールの職員が地域に出

向いて行う出張教室を、横浜ラポールと出張エリアを分けること

で効率的に実施するなど強化していく。また、障害者スポーツへ

の多様化するニーズに応えられるよう、様々な団体との連携を深

め、障害児者が参加できるスポーツ事業の創造と、その事業の地

域展開に取り組んでいく。  

  （ c）「地域のニーズ対応した取組」について  

  ・連携団体   



- 7 - 

    横浜市スポーツ協会、地域活動支援センター（瀬谷はーと）、

中途障害者活動支援センター（港南区、磯子区、瀬谷区、戸塚

区）、市立本郷特別支援学校、横浜市視覚障害者福祉協会、横浜

市市聴覚障害者情報提供施設、港南療育センター、港南スポー

ツセンター、等  

  ・内容  

    障害者スポーツのイベントや、施設の職員向け障害者スポーツ

研修会、障害特性に合わせた運動教室の開催など、各団体と御

相談に応じて、コンセプト作りから具体的な開催方法まで、ト

ータルな支援を行う。  

    今後は、これをさらに拡充し、障害者スポーツの新たな価値の

創造を目指して、様々な団体等と連携し、障害のある方が身近

な場所でスポーツを楽しめる環境づくりに取り組む。  

ウ  委員意見概要  

  ・ヨコハマさわやかスポーツについて、人と人とのネットワークが非常に

大事であり、ネットが使えない人やチラシを取れない人も多いと思うの

で、引き続きそのような活動も合わせて、参加者ができるだけ増えるよ

うにするべきである。  

  ・ヨコハマさわやかスポーツの参加人数がこの 10年間で 1.5倍に増加して

いるとのことだが、皆さんの御協力もあって、地域で根づいていると思

うので、引き続き広報も踏まえて、委員の方と協力しながらスポーツを

広げてほしい。  

  ・コロナ禍の新しい生活様式の中で、健康に過ごせるようにできることが

テーマになるので、しっかり当局と意見交換しながら、我々でこういう

形でできるのではないかという提言をしたいと考える。  

  ・テーマ設定の理由、背景の中に、コロナ禍の中でどういった新しい取組

をしていくかと、ＩＣＴツールやデータの活用などという内容がある。

この機会にそうしたところも具体的に、将来にわたってはコロナ禍がな

くても検討していくべき内容である。  

  ・人が集まらずに遠隔で、また双方向でやり取りしながらの運動・健康づ
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くりについても今後検討するべきである。  

  ・よこはまウォーキングポイント事業について、令和２年６月末現在で 33

万 9722人もの方が参加されているとのことだが、既に登録していただい

ている、きっかけをつくったこともあるので、それを使って何か新しい

展開ができないか検討していくべきである。  

  ・新たなスポーツでポイントを取得できて、それが何らかにつながってい

くなどきっかけがあるとよい。ウォーキングポイントと同じような発想

で、ポイントをもらうことも含めて、いろいろなスポーツに展開してい

くという考えもある。この委員会の中でいろいろな方々のアイデアも出

しながら、これから先の健康づくりを進めていくべきである。  

  ・感染拡大防止のため、行事の開催を制御することは仕方がないが、国や

県の感染拡大防止ガイドラインに則って行事開催の企画、広報を行い、

元の状態へどうやって戻していくか、どのように始めていくのかを検討

することも大事である。  

  ・実際のスタッフの方の感染予防も大事だが、体を動かすといっても、家

で一人でやるというのもかなり限界もある。可能な限り屋外や地区セン

ター、スポーツセンター、ケアプラザで活動できるように、うまく推進

することも大事である。  

  ・オンラインとなると、いわゆるデジタルデバイド、やり方が分からない

方々にどう対応するかということも大事である。  

  ・いろいろな局との連動でオンラインをどのような形で身近に使えるよう

になるか。災害の際もオンラインを使うと非常に有効であるため、日頃

のスポーツや楽しいことで覚えると、有意義であり、いろいろな情報も

入ると、そういった空気をつくって、コンテンツとしては充実させてほ

しい。  

  ・急にオンラインの波が来たというところがあり、区役所でも、そもそも

Ｗｉ－Ｆｉの設置があまりなく、自治会町内会にオンライン導入など技

術的な話が予算の中であったが、受ける区役所に受皿がない。ＧＩＧＡ

スクールを含めて小中学校、高校生のオンライン化もどんどん進んでい

るため、受け手側の行政側がもっと積極的にオンラインを活用する。ま
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さに時代の変化を見据えたテーマで進めていく必要がある。  

  ・コロナ禍でもソーシャルディスタンスが自然と保てて、楽しめるフレス

コボールのようなスポーツがある。そういったものを紹介していくべき

である。  

  ・行動が制御されているところをどのように元の状態に戻していくのかが

とても大事である。行政からも発信し、ガイドラインに基づいてイベン

トを実施することが大事である。  

  ・行政としても、ＩＣＴツールやオンラインで習慣をつくっていこうとい

う部分は見据えているとは思うが、個人ではユーチューブで有名なトレ

ーナーが配信する動画で毎日運動していたり、任天堂のスイッチの中で

遊びながら運動していたりするため、行政は新しい取組としてその効果

を出していくようなメニューや仕組みをつくるべきである。  

  ・スポーツ協会や障害福祉ではラポールや外部の機関、あるいは民間など

いろいろな連携の中で、横浜市としてコラボして提供していく。既存の

有効なものを横浜市として紹介するなど、いろいろ考えられる。  

  ・健康福祉局と市民局で、対象も障害者の方や、あるいは年齢によって

も、なじむようなメニューやプログラムは違うので、これから行政が何

かをやって、爆発的にブームになるものができればよい。そういったき

っかけを行政と議会でつくり、動きが広がっていくようにすべきであ

る。  

  ・緊急事態宣言の中、１日当たりの歩数の減少や健康状態の悪化等の影響

も報告されており、ウォーキングポイント事業などのアプリで医療費の

削減効果につなげていくべきである。  

  ・参加された方が広めてくれる第一人者、当事者であるため、例えばネッ

トで参加者の声の発信などあればいい。イベントに参加された方が大使

となって、インクルーシブスポーツを広めていくような機会を考えてほ

しい。  

  ・ラポールについて、北と南という配置がこれから順調に進んでいけば、

それぞれ地域との交わりももっとあっていいのではないかという視点を

持ち、障害者のスポーツの振興が、障害者の方だけの施設ということよ
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りは、一緒にその中で取り組んでいけることにもう少し目を向けるべき

である、横浜市スポーツ推進計画の取組 27「地域での障害者スポーツ・

レクリエーション活動の推進」がラポールの取組になっているが、取組

28「障害者と健常者がともに楽しめるインクルーシブスポーツの推進」

まで展開することを目指していくことが必要である。  

  ・地域の施設も館によって健康福祉局、市民局と施策が分かれているが、

地域のスポーツセンターなどの取組とラポールでの取組が連携を深め、

障害のあるなしにかかわらずというインクルーシブの視点もラポールに

導入し、地域のスポーツセンターでも障害者の方々との交流を深める取

組を行うべきである。  

  ・今後もインクルーシブという大変難しい課題は、いろいろな機能が混ざ

り合っていかないといけない。そういう意味では先駆的に障害者のスポ

ーツセンターとしてのラポールの取組が、横浜市には様々なノウハウが

蓄積されている中に、さらに展開していけるような母体として機能が発

揮されていくとよい。  

  ・今回のテーマにあるとおり、誰もが取り組める新しい運動を爆発的に増

やす、その習慣を広めていくのは、若い人の力が必要と捉えている。  

  ・ＧＩＧＡスクール構想において、今年度中に若い世代に１人１台端末が

配られる構想が今着々と進んでいる中、生徒一人一人が自分や友達がス

ポーツをやっている姿を動画で撮って、みんなで見合うという文化が、

これから横浜市内においてどんどん普及していく。そのときに、ヨコハ

マさわやかスポーツなど、我々が普及しようとしている誰もが楽しめる

ようなスポーツも、若年層が参加すると動画を撮ったりするということ

になってくる。例えば撮った動画をハッシュタグをつけて、スポーツを

どんどん広めていく、こういった活動を横浜市でどんどん広めてもら

い、市民一人一人が広報活動に参加していただくというのも一つの手で

ある。  

  ・障害者のスポーツに関する中間支援団体や実施団体を正確に把握しない

ことには、連携といってもなかなか話が前に行かない。  

  ・障害者のスポーツをやっている様々な団体に一堂に集まってもらい、障
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害がある方がそこに来れば、横浜市内でどのような活動をしているか分

かる。それをやるためには、活動団体を掌握していないことには声がか

けられないので、ラポール中心で、もう少し全体を把握すべきである。  

  ・ＯｒｉＨｉｍｅが芸術文化の分野で横浜市は今評価されている。今年は

トリエンナーレで活用して、昨年は音祭り、次はスポーツではないかと

いう感じである。スポーツ推進計画に「見る」という視点も入っている

とすると、今度はＯｒｉＨｉｍｅを使って、来年のオリンピックの観戦

や、ベイスターズの試合を横浜スタジアムでＯｒｉＨｉｍｅを通じて観

戦するなど、そのようなことも考えてみてもよい。  

  ・こどもスポーツ基金は民間からの資金でやっており、まだ活動助成がで

きるような基金になっているので、まさに今年度のテーマを進めていく

上での基盤となるものとしての活用も念頭に置いて、今後の調査を進め

るべきである。  

（３）令和２年 11月 27日  委員会開催（第３回）  

ア  議題  

参考人の招致について  

  イ  委員会開催概要  

 本委員会の付議事件に関連して、次回委員会において参考人からの意見聴

取を行うことを決定した。  

参考人：株式会社ＮＴＴデータ経営研究所  情報戦略事業本部  

ビジネストランスフォーメーションユニット  コンサルタント  

梶原  侑馬  氏  

案件名：時代の変化を見据えた、誰もが取り組める新しい運動・健康習慣  

    について  

（４）令和２年 11月 30日  委員会開催（第４回）  

ア  議題  

  時代の変化を見据えた、誰もが取り組める新しい運動・健康習慣について  

イ  参考人講演概要  

（ア）運動実施状況の現状  

 ・「健康日本 21」の評価では、男女とも 60歳以上の運動習慣者は増加して
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い るも のの 、 60歳未 満で は運 動の 実施 状況 が非 常に 低い 状態 であ り、

特 に女 性で は減 少が 見ら れる 。特 に、 60歳 未満 の中 でも 、就 労世 代の

７ から ８割 とい うの が運 動習 慣を 有し てい ない 。こ れを 従来 のア プロ

ーチだけで、抜本的に改善することは難しい。  

 ・フィッ トネスク ラブ（ス ポーツジ ム）の年 齢別構成 比を見る と、 60歳

以上の会員比率は上昇しているものの、 20歳代、 30歳代の会員比率が

低下している。  

（イ）コロナ禍での社会の変化  

・マクロな視点でいうと、消費者の消費行動・生活スタイルの変化では、

自宅で過ごす人の増加が挙げられる。自由な時間、平日週末の概念も

徐々に変化している。また、オンラインでの商品購入・サービス消費

の浸透という変化もある。  

・フィットネスに対するニーズの変化として、移動制限の発生や、ソ ー

シャルディスタンスを確保するレジャー活動やオンラインフィットネ

スニーズの高まりなどがある。  

・サービス提供の方法の変化として、接客サービスの非接触・非対面 の

対応、入場制限（事前予約）や体調チェックなどのプロセスの追加、

また、ソーシャルディスタンスの確保が挙げられる。  

・コロナ禍において、リアルフィットネス需要の減退という脅威だけ で

はなく、機会に目を向けることが重要である。  

（ウ）コロナがフィットネスビジネスにもたらす影響（機会・脅威）  

   ・市場における機会として、バーチャル・リモート体験の新市場の創出

や、平日需要、新たなフィットネスニーズの高まりなどが挙げられる。  

   ・顧客体験における機会として、オンラインチャンネルによるサービス

機会・コミュニケーション機会の拡大がある。例えばチャットなどの

サービスで気軽な接点が多くなるという可能性も秘めている。  

   ・経営管理における機会としては、テレワーク等による運営効率化が挙

げられる。  

   ・市場における脅威として、リアルフィットネスへの悪影響が挙げられ

るが、リアルとオンラインそれぞれで良い面があるため、どちらかが
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片方を代替するということではなく、それぞれ足りないところを補い

合い、共存していくことが今後重要になる。  

   ・顧客体験における脅威として、オンラインであると、どうしても接客

サービスの質低下が出てしまう。リアルだと場の空気を感じやすいが 、

オンラインだと場の空気を感じにくい。そこを今後テクノロジーの力 、

または違う力を借りてどう改善していくかという課題としては残って

いる。また、事前予約や体調チェックによる利便性の低下も挙げられ

る。  

   ・経営管理における脅威として、リアルでの入場制限等による機会損失、

オペレーションの複雑化、人材確保の難しさ、インシデント発生時の

対応等が挙げられる。  

 （エ）コロナ前後の運動量の変化  

   ・「ショップジャパン」の調査では、令和２年６月時点で、新型コロナウ

イルス感染症流行前と比較して運動不足になった人が 61.7％、太った

という人は 35.9％と、運動不足を感じている人は多い。ただし、運動

や筋トレに興味がないという人が、２割以下に減少しており、健康づ

くり、運動づくりの関心という意味では、むしろコロナをきっかけに

増えてきている。  

（オ）スポーツ実施の阻害要因と改善策  

   ・運動を阻害している要因として、仕事・家事・育児が忙しく時間がな

いため、スポーツに触れる機会がない。また、ダイエット等の効果が

出ずに、すぐにやめてしまう。また、女性特有の要因として、周囲の

目が気になる。化粧が落ちる、汗をかく、体のラインが見えるなどが

挙げられる。しかし、これらはオンライン、テクノロジーを用いるこ

とで解決できる可能性がある。  

・仕事・家事・育児が忙しくて時間がない、スポーツに触れる機会が な

い、周囲の目が気になるということに関しては、オンラインフィット

ネスを活用することで、時間や場所の制約がなく、空いた時間に気軽

に利用でき、周囲の目を気にせず自宅で運動することができる。  

・効果が出ない等に関しては、ＡＩによるフォーム指導等を活用する こ
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とで、健康効果の向上・けがの予防による途中離脱防止になる。  

・スポーツをする必要を感じない・優先度が低いという人に関しては 、

ゲームをしながら運動する形のツールを活用することで、楽しみなが

ら競争意欲や目的意識を高めることができる。  

・在宅で運動することによるストレス解消、子供と一緒にスポーツす る

機会の提供、新型コロナウイルス対策なども重要になる。  

 

（令和２年 11月 30日健康づくり・スポーツ推進特別委員会資料より抜粋）  

（カ）期待されるスポーツ実施意欲の向上  

 ・横浜市 民スポー ツ意識調 査報告書 （平成 28年度 ）では 、仕事や 家事が

忙しいから運動しなかったという人が 29.6％いた。ほかの研究等によ

ると、実際に運動を実行に移す者や、意欲ある者というのは約半分で

ある。オンラインツールの利用等により実施意欲を向上させる効果が

50％あるため、運動をしなかった 29.6％のうち、半分の約 15％の人が

運動をするようになる可能性を秘めている。  

（キ）オンラインとリアルの差異  

〇オンラインのメリット  

 ・利便性が良い  

 ・実施目的が明確になりやすい  
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 ・スピーディーに実施できる  

 ・記録（録音、録画）しやすい  

 ・効率化（コスト削減等）が可能  

 ・エンターテイメント性が高い  

 ・好きな人に教えてもらいやすい  

〇オンラインのデメリット  

 ・初対面の信頼感が築きにくい  

 ・ＩＴリテラシーの差がパフォーマンスに結びつきやすい  

 ・視覚聴覚以外の感覚や雰囲気が伝わりづらい  

 ・グループセッションがしづらい  

 ・人との結びつきが弱い  

〇リアルのメリット  

 ・五感を使うことができるのでニュアンスが伝わりやすい  

 ・集中度や熱意を伝えやすい  

 ・実際に触れて認知することができる  

 ・初対面での信頼感を得やすい  

 ・インパクトを与えやすい  

 ・コミュニティーを作りやすい  

 ・場の一体感や規範を作りやすい  

〇リアルのデメリット  

 ・スケジュールが合わせにくい  

 ・時間、参加者、参加態度が固定しやすい  

 ・人数制限がある
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（令和２年 11月 30日健康づくり・スポーツ推進特別委員会資料より抜粋  

（ク）オンラインとリアルの体験価値  

・オンラインとリアルのそれぞれでユーザーが感じることとして、リ ア

ルでは初対面の信頼感、空間や設備の影響、触覚認知、場の一体感や

規範。オンラインでは利便性、パーソナライズが挙げられる。  

・下の図によると、オンライン、リアルの両軸にかかるところに安心

感、コミュニティー、モチベーションがあるが、安心感、コミュニテ

ィー、モチベーションに関しては、接触機会を増やせば増やすほど、

安心感やコミュニティーというのは生まれるという研究結果もあるた

め、むしろリアルよりもオンラインのほうが有効なことにもなり得

る。リアルとオンラインの両方をうまく生かすことが重要である。
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（令和２年 11月 30日健康づくり・スポーツ推進特別委員会資料より抜粋）  

（ケ）アマチュアスポーツ市場の市場規模  

・「 2019スポーツウェルネス関連市場のトレンド分析」及び「 2019レジャ

ー白書」によると、アマチュアスポーツの国内の市場規模というのは、

最小で１兆円、最大でも４から５兆円程度と推測される。世界の市場

規模は最小で 15兆円、最大でも 67兆円から 80兆円と推測される。  

・「家計調査年報」によると、家計に占めるスポーツ消費額と内訳でも、

家計の平均支出というのは約 300万円で、過去５年で微増傾向、その中

でスポーツが占める割合というのも過去５年で増加傾向にある。  

（コ）ウエアラブルデバイス  

・昨今、着目されているＩＣＴツールの一つとして、ウエアラブルデ バ

イスがある。ウエアラブルデバイスはリストバンド型、メガネ型、衣

服型、イヤフォン型、など様々な形態のものがあり、健康づくりを中

心にエンターテイメント、介護・見守り、労働、資産管理等の様々な

フィールドで活用されている。  

・リストバンド型は、精度やリアルタイム性を向上させることが可能 と

なったため、昨今のトレンドとしては、精密なデータを必要とするス

ポーツ、医療分野での利用が進んでいる。  
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・メガネ型は、生体情報の取得を主目的としたメガネ型デバイスに加え 、

ＡＲ・ＶＲ対応のメガネ型デバイスを合わせたものがある。これらは

音声アシスタントなどの機能を充実させるということがトレンドにな

っている。  

・衣服型は、シャツ等の肌に直接密着する衣服に取りつけたセンサー 等

によって広範囲の生体情報の取得を主目的としている。  

・イヤフォン型は、顔の向きや姿勢などの生体情報の取得を主目的とし

たものである。

 

（令和２年 11月 30日健康づくり・スポーツ推進特別委員会資料より抜粋）  

（サ）今後のフィットネスのあり方  

・状態把握をして危機感を持つ、習慣化して効果実感を得る、行動し て

確認意欲・興味が湧く、この体験の繰り返しによって姿勢・動作改善

していって健康になる。この過程にデジタルデバイス等を活用するこ

とが非常に有効である。  

・データを用いて、パーソナライズ化したアドバイスというのが重要 に

なる。  

・これまでは、リアル店舗や人ベースでいつでも会える顧客が、たま に

オンラインを利用するという認識だったが、今後は逆になる。アフタ
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ーデジタルの世界（生活の中に常にオンラインが浸透している世界）

では、オンラインで絶えず接点のある顧客が、たまにオンラインを利

用したリアル店舗や人を訪問する、という認識になる。  

・今後、従来オンラインが得意としていた領域が、リアルが得意として

いる領域へ広がっていく。双方向性やＡＩを取り入れることによるコ

ミュニティー、モチベーション、安心感の領域への拡張、ＩｏＴ等を

活用したフィジカル領域への拡張等があり得る。

 

（シ）展開や業界への提言  

 ・オンラ インの業 界が抱え る問題点 として、 見えない データの 蓄積が 不

十分であり成長を実感できる仕組みがないということがある。このこ

とに対する提言は、真の目標を明確化し、目標達成に至る過程をデー

タで管理し、そこにＩｏＴやＡＩ等のテクノロジーを活用することで

ある。また、十分な体験や環境の設計ができていないという問題点に

対しては、異業種間アライアンス・産学官連携を促進する、技術ファ

ーストではなくて、ユーザーファーストで複合体験の中で思考すると

いう提言ができる。これらによる期待効果として、体験価値の向上に

伴うビジネス機会の拡大、フィットネス人口・実施率の向上が挙げら
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れる。  

（ス）目指す姿の具体的イメージ  

・まずは顧客の現状を可視化し、基盤を整備する。続いて、パーソナ ラ

イズな対応を実施し、ノウハウを蓄積し、最終的に横展開を目指す。

顧客の状況を可視化するという意味では、オンラインだけでは集まら

ないデータがあるため、リアルの分析も非常に重要になる。信頼感や

一体感、雰囲気、感覚データなどは、現状の技術ではオンラインだけ

収集することが難しいため、リアルとオンラインのデータを結びつけ 、

データベースをつくる。例えば顧客がどこで離脱しているか等の問題

点を把握し、顧客別のパーソナライズな対応を立案・実行し、結果を

分析・改善し、データを可視化してＰＤＣＡサイクルを回すことが非

常に重要である。健康づくりのデータベースを構築することで、医療

や競技スポーツ、経営、街づくりなど、様々な取組を拡散できる。  

ウ  委員意見概要  

 ・ウエアラブルデバイスについて抵抗感をなくしていくため、服やインソ

ールなど利用しやすいものが増えることで、抵抗感がある人にとっても 、

リアルからオンラインに切り替わっていきやすい。  

  ・遠隔リハビリの実証実験について、移動時間の削減や接点の増加などの

効果があり、スクリーニング調査などでも役立っているということで、

医療と介護が連携してこういったことが深まればよい。  

  ・厚生労働省での政策の中で、パーソナル・ヘルス・レコードの活用促進

があるが、ウエアラブルデバイスや健診のパーソナル・ヘルス・レコー

ドと様々な取組のマッチングが新たなサービスとして提供できれば、選

択に迷う中であっても、取るべき行動を案内することにつながる。  

  ・ 個 々 人 の セ ン ス 、 ど の よ う な キ ャ ラ ク タ ー か 、 そ の よ う な 部 分 を 今 後 、

ＡＩなどの分析により知ることができれば、参加している人が楽しめ、

知らない自分に出会えるなど、ＡＩというＩＴ技術で自分のことがまた

分かるようになる。特に子供たちは、そういうものに興味がある。  

  ・現在のデジタルレベルで重要となるトレーナー・療法士像について、こ

のようなリアルとオンラインの双方が混ざり合う時代の中では、トレー
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ナーや療法士のスキルアップが大事になってくる。  

  ・健康診断で出るような数値に対して、検査の必要性やそれに対するやる

べきことが体系化され、メニュー化されたりすると取りかかりやすく、

ハードルも下がると考える。    

  ・運動時に使用する計測機器はハード面、ソフト面ともに日々発達してい

るが、その数字の活用のノウハウが、まだ普及していない。そのような

情報をどのように活用するかを検討することが重要である。  

  ・ モ チ ベ ー シ ョ ン と い う の は 、 個 々 の 人 に よ っ て か な り 違 い が あ る た め 、

その点を把握して、その人に合ったアプローチの仕方はどうなのかとい

うことも考えるべきである。  

  ・ 60歳 以 上 の 方 は リ タ イ ア し て 、 健 康 に 十 分 気 を つ け る こ と が で き る が 、

30代から 50代ぐらいの人は、仕事やほかにもやることがあり、なかなか

運動ができていない。そのため、個々、性別、年代層に違いがある中で、

ど う や っ て そ の 人 に モ チ ベ ー シ ョ ン を 上 げ る た め の サ ー ビ ス を 提 供 し

ていくのかが重要である。  

  ・ボディーハッキングするときに、それによって可能になる未来像という

のがある一方で、押さえておかなければいけない倫理的、社会的な論点

というのは同時並行できっちり整理をする必要がある。そのような議論

はテクノロジーの進化と並行して、行われていなければいけないし、特

に日本の場合は、それをクリアしないことには技術の革新を社会に生か

していくということにつながっていかない。  

  ・運動・健康づくりの方法やツールについて、より広く普及させるために、

流行化などにより一般化することが大切である。  

（５）令和３年２月９日  委員会開催（第５回）  

   調査・研究テーマに関連して、「横浜マラソン」及び「トライアスロン横浜  

  大会」におけるオンラインを活用した取組について市民局から説明を聴取し  

  意見交換を行った。  

   また、調査・研究テーマ「時代の変化を見据えた、誰もが取り組める新しい  

  運動・健康習慣」の委員会中間報告書構成案について意見交換を行った。  

ア  議題  
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 調査・研究テーマ「時代の変化を見据えた、誰もが取り組める新しい運動・

健康習慣について」について（出席局・市民局）  

【市民局説明】  

（ア）「横浜マラソン」及び「トライアスロン横浜大会」におけるオンライ  

   ンを活用した取組について  

    新型コロナウイルス感染拡大の影響で、昨年予定されていた「横浜マラ

ソン 2020」及び「 2020ＩＴＵ世界トライアスロンシリーズ横浜大会」はと

もにその開催が中止となった。  

    こ の よ う に コ ロ ナ 禍 に よ り 多 く の ス ポ ー ツ 大 会 の 参 加 や 運 動 機 会 の 制

限を余儀なくされる中、これまで続けてきた両大会を感じつつ次回大会へ

の機運を高め、多くの方々が気軽に参加できるイベントとして、オンライ

ンを活用した取組を実施した。  

  a オンライン横浜マラソン  

     この取組は「横浜マラソン 2020」の開催日であった 11月１日（日）か

ら開始する、参加者自身のスマートフォンから指定の GPSトレーニング

アプリを使用して、開催期間内に規定の距離を任意の場所で走るイベン

トである。  

    なお、オンライン横浜マラソンとともに、文章・写真・映像等を投稿す

るＷＥＢサイト「ｎｏｔｅ（ノート）」を活用した「マラソンに関する

食事やトレーニング情報等の定期配信」を、９月から 12月にかけて全 24

回、また、ＷＥＢ会議システム「Ｚｏｏｍ」を活用した、マラソンの  

     初 心 者 又 は 初 級 者 の 女 性 ラ ン ナ ー を 対 象 に 基 礎 ト レ ー ニ ン グ や ス ト

レッチ等を学ぶ「オンライン講座」を、9月から 11月にかけて全 3回実施

した。   
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（令和３年２月９日健康づくり・スポーツ推進特別委員会資料より抜粋）  

b オンライントライアスロン（正式名称： 2020Ｗｏｒｌｄ  

  Ｔｒｉａｔｈｌｏｎ  Ｙｏｋｏｈａｍａ  Ｏｎｌｉｎｅ）  

   「 2020ＩＴＵ世界トライアスロンシリーズ横浜大会」への参加を予定さ  

れていた、または次大会の参加を目指す方々が、次大会への練習やモチベ

ーションの向上につなげることができるよう、大会公式サイトのオンライ

ンイベント専用サイトを使用して、開催期間内に各種目（スイム・バイク・

ラン）に挑戦していただき、計測を行うイベントである。  

  なお、トライアスロン横浜大会では、これまで継続してきた大会の「絆」

を未来につなげるため 、「 2020ＩＴＵ世界トライアスロンシリーズ横浜大

会」に代わるイベントとして、国際トライアスロン連合の公認を受けた「Ｙ

ｏｋｏｈａｍａ  Ｆｕｔｕｒｅ  Ｐｒｏｊｅｃｔ」を、 11 月から 1 月に

かけ実施した。  

  「 Ｙｏ ｋ ｏ ｈａ ｍ ａ  Ｆ ｕ ｔ ｕｒ ｅ  Ｐｒ ｏ ｊ ｅｃ ｔ 」 の具 体 的 な 取 組

は、トライアスロンの普及やこどもたちの健康増進に係るイベント、オリ

ンピアンやパラリンピアンによる実技セミナー、そしてこのオンライント

ライアスロンである。   
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（令和３年２月９日健康づくり・スポーツ推進特別委員会資料より抜粋）  

イ  委員意見概要  

・オンラインを活用することによって、これまで参加できなかった方が

参加しやすくなるというのであれば、引き続きこのような方法も継続

していくべきである。  

・オンラインマラソンについて参加料ができるだけ低いほうが、より幅

広い参加やいろいろな取組にもつながるため、横浜独自のソフトの開

発もぜひ検討すべきである。  

・健康づくりや市民スポーツというのは、大抵リアルな体験を求めよう

とするが、オンラインが充実してきている時代であるため、その時代

に合わせ、うまく進化させるべきである。  

・オンラインの大会であっても、実際にスポーツとしてはリアルで実践

しており、スポーツに実際に取り組むという点では、オンラインも非

常に有効である。  

・楽しく取り組めるということであれば、マラソン、トライアスロンの

２つの大会に限らず、様々なスポーツについて、オンラインを活用し

ていくことを検討すべきである。  
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・オンラインのよさとＳＮＳの発信力は、横浜をさらに知ってもらう機

会につながるため、スポーツイベント等のプロモーションは、副次的

にシティーセールスやシティープロモーションにもつながるという視

点も持ち、今後の大会運営について検討すべきである。  

・コロナ禍という大変制約的な時代を迎えない限り、オンライン等を活

用する取組は、ここまでで一挙に行われることはなかったかもしれな

い。オンラインとリアルを合わせたハイブリッドの取組は、健康づく

りの裾野を広げるという意味においても大変重要である。  

・オンラインマラソンについて、一度に全部走れなくても、累積で走れ

ばいいという面で、非常にハードルが下がるため、裾野を広げるとい

う意味合いで、オンラインで実施することは有効である。  

・オンラインとリアルを併用していこうとすると、オンラインのほうを

充実させることに気が向いてしまうが、リアルのほうの工夫が大事で

あり、一定程度の感染対策をしながらリアルで実施する検討が大変重

要である。  

・オンラインの大会にも、オンラインだからこそのニーズがあり、もし

実行委員会にキャパシティーがあれば、リアルとオンラインの併用と

いう形で実施するべきである。  

・世界中で、同じコロナ禍であるため、参考になる大会があれば、ぜひ

それも取り入れて、さらに大会が充実するように取り組むべきであ

る。  

・健康福祉局などと連携を取りながら、ひきこもりの方々にもＳＮＳ等

を通じてアプローチしていく一つの形を生み出せれば、そのストーリ

ーがオンラインスポーツの成功事例、自治体がやる成功事例になる。  

・誰もが提案を実行に移せるだけのデジタルの能力、技術を身に付けて

いくことが、デジタル統括本部もできていく中で、来年度以降の、議

会、行政の大きな目標になってくる。  

・新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、今回のようなオンラインの取

組や、デジタル化に向けた様々な取組を、ぜひ来年度の取組、活動に

取り入れるべきである。  
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（６）令和３年４月 28日  委員会開催（第６回）  

本日の概要を記載  

 

５  時代の変化を見据えた、誰もが取り組める新しい運動・健康習慣についてのま   

 とめ  

 今 年 度 は 、 社 会 全 体 が 一 年 を 通 し て 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 流 行 の 影 響 を 強

く 受 け た 年 で あ っ た 。 市 民 の 運 動 や 健 康 づ く り も そ の 例 外 で は な く 大 き な 制 約 を

受け、人々の運動・健康習慣について策を講じることが社会的な課題となった。そ

の よ う な 状 況 の 中 で 本 委 員 会 で は 、 こ の 大 き な 社 会 の 変 動 や 時 代 の 潮 流 を 踏 ま え

て、より広い層の市民が感染症禍や災害時などを含め、様々な状況に応じて運動・

健康づくりを行うことができるよう、今年度の調査・研究を行ってきた。  

 こ れ ま で 本 市 に お い て は イ ン ク ル ー シ ブ ス ポ ー ツ や ヨ コ ハ マ さ わ や か ス ポ ー ツ

の 推 進 等 の 取 組 に よ り 、 年 齢 や 性 別 、 障 害 の 有 無 等 に 関 わ ら な い 広 い 層 の 運 動 参

加を促してきた。特に、障害者スポーツに関しては、障害者スポーツ文化センター

横浜ラポールが、障害者スポーツの普及啓発や、障害者の体力増進・健康づくりの

様々な取組に注力してきた。また、障害者スポーツは東京 2020オリンピック・パラ

リンピックの開催を控え、機運の高まりを見せていた。  

 しかし、昨今の感染症流行の影響により、外出や人との接触を伴う運動・健康づ

く り が 制 限 さ れ 、 本 市 が 主 催 す る 各 種 ス ポ ー ツ イ ベ ン ト 等 も 中 止 や 延 期 、 規 模 の

縮 小 が 相 次 い だ 。 ま た 、 自 宅 で 過 ご す 時 間 が 増 え た こ と に よ る 市 民 の 運 動 不 足 や

健康への悪影響等もスポーツ庁から報告されている。  

一 方 で 、感 染 症 流行 に よ る自 粛 生 活を 契 機 に、 市 民 の運 動 や 健康 へ の 意識 や 関

心 は 高 ま り を 見 せ て お り 、 そ の よ う な 中 で 外 出 や 人 と の 接 触 を 伴 わ な く て も 、 Ｉ

Ｃ Ｔ ツ ー ル や オ ン ラ イ ン な ど を 生 か し た 新 し い 運 動 ・ 健 康 づ く り の 習 慣 が 生 ま れ

ている。感染症流行は、様々な制約を生み出した点では非常に脅威と言えるが、こ

れからの健康づくりを考える上では、大きな転機と捉えることもできる。  

 本市でも、令和２年度に開催が予定されていた「横浜マラソン 2020」及び「 2020

Ｉ Ｔ Ｕ 世 界 ト ラ イ ア ス ロ ン シ リ ー ズ 横 浜 大 会 」 が 中 止 と な っ た が 、 代 替 策 と し て

「オンライン横浜マラソン」及び「オンライントライアスロン（ 2020Ｗｏｒｌｄ  Ｔ

ｒｉａｔｈｌｏｎ  Ｙｏｋｏｈａｍａ  Ｏｎｌｉｎｅ）」を実施した。これらのオン



- 27 - 

ラインイベントは、参加者が任意の場所でスマホアプリ等のツールを活用し、一定

期 間 内 に 時 間 や 距 離 等 の 計 測 を 行 い な が ら 運 動 を 行 う こ と で 、 目 標 達 成 を 目 指 す

と い う 形 式 で 開 催 さ れ た 。 こ れ は 感 染 症 流 行 に よ る 人 と の 接 触 の 制 限 に 対 し て 講

じられた策であったが、オンラインでの開催には、個人ごとに自分のペースで運動

に 取 り 組 む こ と が で き 、 時 間 や 場 所 の 制 約 な く 気 軽 に 参 加 で き る な ど の メ リ ッ ト

があったため、新たな運動参加層の開拓に繋がった。また、昨今のスマホアプリや

ウ エ ア ラ ブ ル デ バ イ ス 等 の Ｉ Ｃ Ｔ ツ ー ル の 発 展 に よ り 、 健 康 づ く り や 運 動 習 慣 も

大きく変わっている。さらに、ＳＮＳと連動して活用することで、スポーツイベン

ト や 個 人 の ス ポ ー ツ 体 験 の 情 報 に つ い て 、 よ り 多 く の 人 に シ ェ ア す る こ と も 可 能

となっている。  

 また、運動・健康づくりへのオンラインの活用は、上記のほかにも様々なメリッ

トを有している。例として、周囲の目が気にならない、録音・録画等の記録をしや

すい、コスト削減等の効率化が可能、エンターテイメント性が高い、好きな指導者

を選択しやすい、などである。  

 オ ン ラ イ ン を 活 用 し た 運 動 ・ 健 康 づ く り は 、 人 と の 接 触 を 伴 わ ず に 運 動 を 行 う

ことが可能であるため、コロナ禍においても、またアフターコロナにおいても非常

に有効性が高く、また、より広い層の運動参加を促す効果もあるため、今後も継続

して推進していくべきである。  

一方、リアルでの運動・健康づくりにも、もちろん様々なメリットが存在する。

五 感 を 使 う こ と が で き ニ ュ ア ン ス が 伝 わ り や す い 、 集 中 度 や 熱 意 を 伝 え や す い 、

実 際 に 触 れ て 認 知 す る こ と が で き る 、 コ ミ ュ ニ テ ィ ー を 作 り や す い 、 場 の 一 体 感

を 作 り や す い 、 な ど で あ り 、 や は り リ ア ル で し か 得 ら れ な い 場 の 盛 り 上 が り や 満

足感といったものは、今後もなお、運動・スポーツにとっては必要不可欠な要素で

ある。  

オ ン ラ イン を 活 用し た 健 康づ く り は、 非 常 に有 効 性 が高 く 、 推進 し て いく べ き

ものではあるが、リアルとオンラインは、どちらか一方を推し進めるのではなく、

双 方 を そ れ ぞ れ 推 進 し 、 そ れ ぞ れ の 長 所 を 生 か し 、 短 所 を 補 完 し 合 う 両 輪 の 状 態

を構築することが重要である。これにより、市民はリアルとオンラインのうち、生

活 環 境 や 自 身 の 状 態 を 考 慮 し 自 身 に 適 し た も の を 選 択 し 、 よ り 有 効 な 運 動 ・ 健 康

づくりを行うことが可能となるのではないだろうか。  
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Ｉ Ｃ Ｔ ツー ル や オン ラ イ ンを 活 用 した 健 康 づく り を 推進 し 、 リア ル で の健 康 づ

く り と 併 用 し て い く 取 組 は 、 ア フ タ ー コ ロ ナ 及 び デ ジ タ ル 化 が 進 む 社 会 に も 通 じ

る非常に有効的な方法であると同時に、年齢や性別、障害の有無等に関わらず様々

な 人 や 場 面 に 適 応 し た イ ン ク ル ー シ ブ な 健 康 づ く り を 促 す 方 法 と し て も 大 き な 効

果が期待できる。  

昨 今 は 、感 染 症 流行 の ほ かに も 、 地震 や 風 水害 等 の 災害 の 発 生も 非 常 に危 惧 さ

れ て お り 、 市 民 に と っ て 通 常 の 生 活 が 送 れ な く な る リ ス ク が よ り 身 近 に な っ て い

る。そのような中でも、健康づくりは、人々が充足した生活を送るうえで極めて重

要 な 要 素 で あ り 、 い か な る 局 面 で も 取 り 組 め る よ う に す べ き も の で あ る 。 今 後 も

新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 の 流 行 が し ば ら く の 間 続 く こ と が 見 込 ま れ る こ と か ら 、

このような新しい技術や需要に着目した運動・健康づくりを進め、本市としても、

こ れ ら の 要 素 を 取 り 入 れ な が ら 今 後 の 事 業 や 施 策 を よ り 強 く 展 開 し て い く こ と で 、

場 所 や 時 間 を 問 わ ず 、 誰 で も 気 軽 に 運 動 で き 、 健 康 づ く り を 行 っ て い け る よ う な

環境を引き続き整えていくべきである。  
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